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第１章 はじめに 

１ 背景 

国では、インフラの戦略的な維持管理・改修等について推進していくよう「インフラ長寿命化基本計

画」を策定した。この中で、地方公共団体に対して、中期的な取り組みの方向性を明らかにする計画と

して「インフラ長寿命化計画」（以下、「行動計画」という。）及び行動計画に基づいた個別施設毎の具体

的な対応方針を定める計画として個別施設毎の長寿命化計画（以下、「個別施設計画」という。）の策定

が要請された。 

２ 目的 

 施設の長期活用・改築に向けて、学校施設の

劣化状況を適切に把握し、整備に掛る事業費の

試算と１年間に整備可能な事業ボリューム等

を考慮のうえ、今後の学校における施設整備を

計画的に進めることを目的としている。 

３ 計画の位置づけ 

本市では、公共施設の総合的かつ計画的な管

理を推進するための基本的な指針及び行動計

画として「富士市公共施設マネジメント基本方

針」（上位計画）を策定しており、本計画は、そ

の施設用途ごとの個別施設計画（下位計画）と

位置付けられる。 

４ 計画期間 

令和 3（2021）年度から令和 22（2040）

年度までの 20 年間を計画期間とする。実際の

整備に当たっての実施計画は 10 年ごと計画し、

5 年ごとに見直しを行う。 

５ 対象施設 

施設区分 棟 数 床 面 積 割 合 

小学校 

校 舎 95 棟 157,394 ㎡ 48.75％ 

体育館 27 棟 27,224 ㎡ 8.43% 

給食棟 16 棟 4,018 ㎡ 1.24% 

中学校 

校 舎 59 棟 93,368 ㎡ 28.92％ 

体育館 16 棟 37,064 ㎡  11.48% 

給食棟 11 棟 2,901 ㎡  0.90% 

給食施設 学校給食センター 1 棟 913 ㎡ 0.28％ 

計  225 棟 322,882 ㎡ 100.00% 
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第２章 学校施設の目指すべき姿 

１ 安全な学校施設  

警備会社への通報設備、防犯カメラ設置等の防犯対策。 

２ 安心できる学習環境が整備された学校施設 

  バリアフリー化、空調設備、ＩＣＴ環境などの施設整備。 

３ 災害時役割としての学校施設 

  多目的トイレの整備、太陽光発電型の外灯設置等。 

４ 地域に開かれた学校施設 

学校と地域の利用を踏まえ、それぞれの役割に応じた機能を備える利便性の高い施設整備。 

５ 環境に配慮した学校施設 

  省エネルギー効率の高い機器の選定や県産木材を積極的な活用。 

第３章 学校施設の実態把握 

１ 児童生徒数及び学級数の現状 

本市では、小学校 27 校、中学校 16 校を保有し、通学する児童生徒数は 19,563 人、学級数は

732 クラスとなっている。 

２ 児童生徒数の推計 
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3 学校施設の老朽化状況 

（１）建築年別施設保有状況 

（２）老朽化施設の実態把握 

① 躯体の健全性の調査方法 

・建築後 30 年経過時 

「富士市公共建築物長寿命化指針」に準じて、主に目視により材料劣化、構造不具合の確認を行う。   

・建築後 50 年経過時 

文部科学省が定める「耐力度調査」により調査をする。これは、専門知識を有する技術者が、現地調

査や材料試験を行い、建物の構造耐力、経年による機能の低下、立地条件による影響の 3 点の項目を

総合的に点数化して評価するものである。 

・耐力度調査結果（調査済み校舎 47 棟のうち基準点（4500 点）以下のみ記載） 

施設名 建築年度 建物（棟数） 延床面積 数 耐力度 結果 

1 須津小学校 S39 南校舎（2） 2,337 3 4488 基準点以下

2 須津小学校 S41 渡り廊下（1） 614 2 4425 基準点以下

3 富士第一小学校 S41 北校舎東（1） 1,412 3 3964 基準点以下 

4 富士第一小学校 S41 北校舎中（1） 2,064 4 4382 基準点以下

5 原田小学校 S41 南校舎（1） 1,809 3 4412 基準点以下

6 富士第一小学校 S43 渡り廊下東（1） 149 2 4338 基準点以下

7 富士川第二小学校 S43 校舎北（2） 2,884 3 3931 基準点以下

8 鷹岡小学校 S44 北校舎東（1） 1,868 4 4269 基準点以下 
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② 躯体以外の劣化状況の調査方法 

 建築専門家による建築基準法第 12 条の定期点検結果を参考にするが、劣化状況に応じた順位付け等

の判断には、更なる専門性の見解が必要となる部位もあることから、部位毎に次表のとおり調査する。 

【対象部位一覧】 

・評価方法 

劣化状況は各部位ごとの把握手段により調査を行い、以下の判断基準に照らし、A～D の４段階で評

価する。なお、目視だけでは判断できない一部の部位については、経過年数から評価する。 

評価
基準 

屋上・屋根、外壁 内部仕上げ、電気・機械設備 

A 概ね良好 20 年未満 

B 部分的に劣化(安全上、機能上、問題なし) 20～40 年 

C 広範囲に劣化(安全上､機能上､不具合発生の兆し) 40 年以上 

D 経過年数に関わらずに著しい劣化事象がある場合 

・躯体以外の劣化状況の調査結果（渡り廊下・技術科棟を除く校舎 140 棟を対象） 

評価 屋上・屋根 外壁 内部仕上 

Ａ評価 25 棟(17.9%) 32 棟(22.9%) 14 棟(10.0%) 

Ｂ評価 26 棟(18.6%) 32 棟(22.9%) 23 棟(16.4%) 

Ｃ評価 40 棟(28.6%) 33 棟(23.6%) 46 棟(32.9%) 

Ｄ評価 49 棟(35.0%) 43 棟(30.7%) 57 棟(40.7%) 

良好 

劣化 
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第４章  学校施設整備の基本的な方針等 

１ 学校の規模・配置計画等の方針 

文部科学省の「公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等に関する手引き」の中にもあるとおり、  

本市でも、一定の学校規模を確保することは大変重要であることを踏まえ、令和 2 年６月「富士市立小

中学校適正規模・適正配置基本方針」（以下、「基本方針」）を策定した。 

基本方針では、適正な学校規模について、「小学校では、12 学級以上で 24 学級を超えない範囲、中

学校では、９学級以上で 18 学級を超えない範囲であることが望ましい」としている。 

 このことから、児童生徒数の著しい減少等による早急な教育環境の改善が必要な地域については、教

育の質の更なる充実を図ることを目的とし、地域の実情に応じた学校規模・学校配置の適正化に関する

検討を進め、より良い教育環境の整備を段階的に図っていく。また、その際は、小中一貫教育の更なる

充実を図るため、施設一体型の校舎改築も視野に入れ検討を進める。 

２ 長寿命化改修の基本的な方針 

（１）予防保全型による維持管理 

これまでの対処療法的な「事後保全」から、劣化が起こる前段階や劣化の兆候が見られた段階で対処

する「予防保全」へ移行するが、残りの使用年数が少ない建物については、部位・部材の機能や劣化に

よる影響、児童生徒への安全性等を考慮しつつ、事後保全でも構わない部位とそうでないものとを選別

することで財政負担の抑制を図る。 

（２）使用年数の設定 

◆「富士市公共建築物長寿命化指針」 

目標使用年数・・・原則 65 年 

※実際には、建物の劣化状況に応じて最適な時期に改築、改修を行う。 

◆「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引き(文部科学省)」 

目標耐用年数・・・70～80 年程度 

※適切な維持管理がなされ、コンクリート及び鉄筋強度が確保されている場合。 

<学校施設使用年数> 

 施設種別        構造種別        目標使用年数 

◆校舎 鉄筋コンクリート造(ＲＣ造)     65 年 

・目標使用年数は「富士市公共建築物長寿命化指針」に準じて、65 年を基本

とする。その場合、今後、短期間のうちに多くの老朽校舎に改築等の対応が必

要となり、年度によっては、１年間に複数棟の改築も想定される。そこで、建

築後 50 年経過時に実施する耐力度調査の結果に応じて、そこからの最長使用

年数を 10 年、20 年、30 年に分類し、使用年数に幅をもたせることにより、

改築事業数の平準化を図る。(最長使用年数：80 年)

◆体育館・給食棟     鉄骨造(Ｓ造)         65 年 

給食センター  
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（３）長寿命化改修の方針 

●校舎 

・校舎全体を一度に改修する補助事業ではなく、部位毎の補助事業で長寿命化改修を実施する。 

・改修にあたり事業費を抑制するため、仮設校舎を要しない手法とする。 

・夏期休暇を利用した複数年による改修プランとする。 

・改修後に求める部位毎の性能は、原則として新築時レベルまでとする。 

●校舎・体育館共通 

・施設の目標使用年数まで、不具合なく活用できるよう、各部位の劣化状況調査の結果を考慮し、財

政負担の平準化を図りながら計画的に改修を行う。 

・外壁改修、トイレ改修等、個別の部位改修にあたり、国費や県費の補助事業が設定されている場合

は、可能な限り歳入を見込んでいく。 

３ 改修方針を踏まえた施設整備の水準等 

（1）改修に伴う対象部位と整備水準の設定 

① 対象部位と改修周期 

大区分 建 築 電 気 機 械 

対
象
部
位

屋
上
・
屋
根

外
壁

内
部

受
変
電
設
備

誘
導
灯
・
非

常
照
明

自
動
火
災
報

知
設
備
等

給
排
水
衛
生

設
備
等

消
火
設
備
等

空
調
設
備
等

昇
降
機
設
備

改修周期 30 15 30 30 20 30 30 15 30 

② 各部位の整備水準 

◆ 屋上防水および屋根改修 

 残使用年数と既存の状況を考慮し、シート防水、塗膜防水のうち最適な材料・工法を選定する。なお、

施工時に騒音、振動が発生する場合は、夏期休暇内で施工可能な工法を優先する。 

◆ 外壁・外部建具改修 

ア  校舎・体育館の外壁は、モルタル、ボード等の落下を防ぐため、クラックや欠損などに対して適切

な補修を行い、原則として校舎は弾性吹付防水、屋内運動場はボードを改修する。 

イ  外壁・外部建具周りのシーリングは、防水機能を回復するため改修する。 

ウ  外部建具は、残使用年数とサッシ等の劣化状況を考慮して、カバー工法による改修を基本とする。 

エ  外部建具を改修する際は、強化ガラス又は複層ガラスを選定する。 

◆ 内部改修 

ア  普通教室の木製間仕切りは原則として改修する。 

イ  教室のロッカーや教材棚等の造作家具、特別教室の実験台等は劣化状況、目標使用年数に応じて改

修の判断をする。 

ウ  床は研磨塗装を基本とするが、劣化状況が著しい場合は、塩ビシートによる改修とする。 

エ 洋式便器の普及と衛生面を考慮し、便器・床を主としたトイレの全面改修を行う。 
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◆ 電気設備改修 

ア  省エネルギー効果と汎用性の高い機器を選定する。 

イ  受変電設備、各配線等の電気設備機器は、工事設計部署と協議により適切な時期に改修を行う。 

◆ 機械設備改修 

ア  受水槽、高架水槽は、必要に応じて躯体補強を行い、塗装・欠損部補修による延命化対策を行う。 

イ  飲用水において赤水が発生している場合は、給水管の管内洗浄を実施するが、改善が見られない場

合は、露出配管による布設替えを行う。 

ウ  法令上不適格となる防災設備について、適切に機器を改修する。 

（2）改修における手法 

① 校舎 

残使用年数に応じて、下記の種別 1～3 の改修を適切な時期に実施する。これ以外の部位については、

劣化状況と残使用年数を考慮のうえ実施を検討する。なお、直近で外壁改修、屋上防水工事の履歴があ

る場合は、現況を判断のうえ実施を判断する。 

※仮設校舎を使用しないようにするため、種別 1～3 のいずれの改修においても、各部位を同時期に改修しない。

     夏期休暇を活用した  屋上防水・・・１年目 

     基本パターン     外壁改修・・・２年目以降 

                内部改修・・・各フロアー／年  

◆改修周期イメージ 

種別 1・・・大規模改修 外壁改修、屋上防水、トイレ 

種別 2・・・大規模改修＋α 
外壁改修、屋上防水、内部改修(教室､トイレ､理科･家庭科室)、 

ライフライン改修、ガラスフィルムから強化ガラスへ交換 

種別 3・・・長寿命化改修 

外壁改修、屋上防水、内部改修(教室､トイレ､理科･家庭科室､廊下)、

ライフライン改修、ガラスフィルムから強化ガラスへ交換、 

多目的室整備（空き教室の有効活用）

Ｒ2.5.1現在

新耐震基準　6棟

改築

築71～80年 長寿命化改修

大規模改修

築55～65年

長寿命化改修

築40～45年

大規模改修

築21～26年

経年による機能・性能の劣化

築後20年以下の校舎

大規模改修
支障が発生する水準

大規模改修

新築 時間

性能 改　築

新耐震基準　34棟

改築

築71～80年

大規模改修

築55～65年

長寿命化改修

築29～50年

築後21～39年の校舎

改　築

長寿命化改修 大規模改修

新築 時間

性能
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② 体育館 

災害時の防災拠点としての活用も見込まれているため、今後、学校施設の統合等により集約される場

合においても、すべての体育館に防災機能を付加した改修を実施し、目標使用年数としている 65 年ま

での活用に支障がないよう対応を図る。 

◆大規模改修(築後 30 年程度)・・・【対象】平成元年以降の建設 

外壁改修、屋根防水、トイレ改修等 

◆リニューアル工事(築後 50 年程度)・・・【対象】全棟 

外壁改修、屋根防水、内部(床・壁)改修、トイレ改修、多目的トイレ設置 

③ 給食施設（給食棟・給食室・給食センター） 

目標使用年数までの活用に向けて、外部、内部、設備機器を一体とした改修を計画的に進める。また、

施設の性格上、衛生面には細心の注意を払う必要があり、保健所の指導等に沿った衛生基準の遵守に向

けて、随時、必要な改修を実施する。 

④ プール 

プール施設は、明確な目標使用年数を設定せず、プール槽・ろ過機の劣化状況調査の結果に応じて、

適切な時期に長寿命化改修と維持管理を実施する。 

前述の①～④以外のうち、改修の際に高額となる電気・給排水設備等については、劣化状況の調査を

実施し、長寿命化に係る各年の財政負担の平準化となるよう調整し、計画的に改修を実施する。 

旧耐震基準　64棟

改築

築71～80年

大規模改修

築55～65年

大規模改修+α

築40～56年

築後38～50年の校舎

時間

大規模改修+α 大規模改修

新築

性能 改　築

旧耐震基準　36棟 ※うち15棟は改築、減築計画へ移行するため

長寿命化の対象より除外

改築

築71～80年

大規模改修+α

築51～59年

築後51年以上の校舎

時間

改　築

大規模改修+α

新築

性能
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（3）維持・改修コストにおける試算比較 

< 改築中心型 > これまでの築後55年程度で改築としてきた整備手法 

< 長寿命化型 > 安全性を確保し、長期活用（最長８０年）のための改修を行う整備手法

◆改築中心型では、年度間における事業費の差が大きく、最大と最小の年度の差額が 87.7 億円ある。 

◆20 年間の改修等費用の総額は、改築中心型 1,033 億円に対して長寿命化型 530 億円と半分になる。 
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第５章  第１次実施計画 

１０年間の事業計画



11 


